

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































率も1979年の92% から84% に下がった (46)。このような「三低」問題の要因
(43) 同上、31頁。
(44) 同上。
(45) 内蒙古党委政策研究室「内蒙古自治区農村牧区社会経済典型調査総合報告」前掲『内蒙古
自治区農村牧区社会経済典型調査材料彙編〈内部材料〉』（上冊）、17頁。
(46) 「阿巴嘎旗進行教育改革的調査」前掲『内蒙古自治区農村牧区社会経済典型調査材料彙編〈内
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には、以下のいくつかの点が挙げられる。（1）「放牧地と家畜の請負制」
実施後、牧民戸の労働力が足りなくなり、在学生を退学させて放牧業に従
事させるようになった。（2）教員の学歴の問題。旗全体の高校・中学校・
小学校の教員の78％は専門的教育を受けていなかった。大学と専門学校
以上の学歴の教員は12人であり、全体のわずか2% である。1982年に行な
われた教員試験に合格した者の割合は、小学校教員は58%、中学校教員は
80%、高校教員は84% であった。（3）地域の生活条件の悪さ、子女の入学
と進学及び就職などの困難により、1972年時点で30人いた大学・専門学校
卒業生の教員が次第にほかの地域へ転出し、1985年の時点では残りは4人
であった。（4）経費不足により、校舎、宿舎、設備が不足していた。また、
生産隊の小学校が廃止され、ソムに設立された小学校に通わざるをえなく
なり、通学距離が遠くなった、などの原因により、退学する学生が多くなっ
た。（5）学生の学費と生活費が高かった。小学生一人の一年間の家賃など
の生活費だけで150～180元であった (47)。
　また、シリンゴル盟アバガ旗ダブシラト・バグの場合、当該バグにおい
ては、1972年に2つの小学校が設立されたが、1982年に廃止された。その
ため、当該バグの児童は居住地から遠い場所にあるソムに設立された小
学校に通わざるを得なかった。その結果、1984年の時点においては、児童
106人のうち入学したのは87人で、入学率は82% に止まった。また、16歳
以上の青少年264人のうちの102人が文盲であった。同様に、イフジョー盟
ボルホショー・バグの児童の入学率は72％であり、50% の青少年は文盲
であった (48)。
おわりに
　以上、内モンゴルの牧畜業における「改革開放」について検討してきた。
本稿の考察により得られたものまとめてみたい。
部材料〉』（上冊）、75頁。
(47) 同上、75-76頁。
(48) 「錫林高勒蘇木教育情況調査」前掲『内蒙古自治区農村牧区社会経済典型調査材料彙編〈内
部材料〉』（上冊）、173頁。
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　内モンゴル自治政府樹立以降の社会変動や改革のなかで、内モンゴルの
牧畜業の経済的特殊性と特徴が考慮された政策がとられてきた。「文化大
革命」終結後、牧畜業における「拨乱反正」がおこなわれ制度面において
も「両定一奨」制度が復興し、実施された。しかし、放牧地の建設、遊牧
の物資の供給、指標値の達成などの面において問題が生じた。このような
背景のもとで、全面請負制が導入されが、全面請負制の実施においても請
負の指標が高すぎ、また平均主義などの様々の問題が発生したことにより、
「放牧地と家畜の請負制」実施された。「放牧地と家畜の請負制」実施の効
果の面からみれば、確かに牧畜業生産は発展をみせ、牧民の収入が増加し、
牧民の生活も向上した。また、当該請負制の実施により、20年あまりも続
けられた牧畜業人民公社の体制も解体された。しかし、「放牧地と家畜の
請負制」の実施の過程において、管理の混乱、家畜の増加と放牧地退化の
矛盾及び学校教育の遅れなどの様々な問題が生じた。
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蒙古牧区工作成功経験研究」（2018-GMB-007）の研究成果の一部である。
改革开放初期的内蒙古牧区社会探讨
　　中国共产党的十一届三中全会以后，内蒙古牧区进入了新的历史性变革
时期，在牧区推行了“草畜双承包”等畜牧业生产责任制，牧区社会发生了
巨大的变化。本文运用相关的档案史料和调查资料等，探讨实施生产承包责
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